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国内の薬用植物の現状と生産拡大に向けた方策 

 

はじめに  

 薬用植物（生薬）は、古来、漢方薬や医薬品の原料として用いられ、近年は、漢方製剤市場の拡大に伴い、

その需要が増加している。しかし、国内で使用される生薬の 80%以上は中国から輸入されており、輸入価格

の高騰や供給の安定性が課題となっているため、国内での安定供給を求める声が高まっている。農林水産

省や関連団体も支援を行い、薬用植物の国内生産拡大に向けた取組を進めているが、未だ生産拡大や安定

供給には至っていない状況にある。  

本稿では、一般的に知られていない国内の薬用植物の現状と課題について一連の情報を提供しながら、

薬用植物の国内生産拡大に向けた方策を考察することを目的とする。 

 

１．薬用植物の定義 

 日本で使用される医薬品の品質や規格を定める厚生労働省監修の「日本薬局方」では、生薬を「動植物の

薬用とする部分、細胞内容物、分泌物または鉱物など」と定義している。 

生薬は植物由来のものが大部分を占めるため、平易な言葉で表すと、薬用植物の全部または一部に乾燥

や加工を施したものが生薬となる。また、複数の生薬を組合わせたものが漢方製剤等になる。 

生薬は医薬品に該当するため、薬用植物の全部または一部を乾燥・加工する際は、日本薬局方の規格に

基づかなければならない。一方、薬用植物は、医薬品以外にも健康食品や化粧品などの原料にも用いられる

が、その利用は薬用植物の部位毎に区分されており、厚生労働省ではこれを「食薬区分」としてリスト化して

いる。 

具体的には、①専ら医薬品として使用される成分本質（原材料）リストと、②医薬品的効能効果を標ぼうし

ない限り医薬品と判断しない成分本質（原材料）リストの 2 つがあり、リスト①には約 270 種類の植物が含ま

れ、リスト②には約 800 種類の植物が納められている。つまり、リスト①に該当する薬用植物等の部位は医

薬品として扱われるため、健康食品等の原料としては使用できない。一方、②に該当する薬用植物等の部位

は、医薬品的な効能や効果を標ぼうしない限り、健康食品等の医薬品以外に活用できる。 

なお、本稿で表記する薬用植物は、上記リスト①の医薬品（生薬）の原料となる薬用植物のことを指し、生

薬の原料以外に用いる薬用植物について説明する場合は、その旨を別途記載する。  
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２．国内の薬用植物の現状 

（１）国内の薬用植物の栽培状況 

 国内では、東京と神奈川を除く全ての道府県で薬用植物が栽培されている。農林水産省の資料によると、

図表 1 に示すように、薬用植物の生産者の戸数は 2010 年に 1,791 戸だったが、2015 年には 2,065 戸に増

加した。しかし、その後は生産者の高齢化などの影響により、2022 年には 1,306 戸にまで減少している。 

 一方、栽培面積は多少の変動はあるものの、ほぼ横ばいで推移している。2022 年の薬用植物の栽培面積

は 494ha であるが、そのうち北海道の栽培面積は 224ha となっており、国内全体の約 45%を北海道での栽

培が占めている状況にある。背景には、大手製薬会社の生薬の生産・加工・保管施設が北海道に多く存在す

ることが影響している。 

 薬用植物の特徴の一つに、栽培期間が比較的長いことが挙げられる。しかし、国内で栽培されている薬用

植物の栽培面積上位 10 品目を見ると、ミシマサイコ、センキュウ、トウキなど、栽培期間が 1～2 年と比較的

短い品目が多く栽培されている（図表 2 参照）。また、一戸当たりの栽培面積は 1ha 以下の生産者が多いと

いう特徴もある。これは、薬用植物が野菜などに比べて栽培期間が長く、収益が上がるまでに時間がかかる

ため、生産者の多くは、薬用植物を複合栽培経営の一品目として栽培しているためと推察される。 

 

図表 1 薬用植物の栽培面積・生産者戸数推移 

（出所）農林水産省「薬用作物（生薬）をめぐる情勢」より、野村證券フード＆アグリビジネス・コンサルティング部作成 

 

図表 2 薬用植物の栽培面積上位 10 品目 

 

 

 

 

 

 

 （出所）農林水産省「薬用作物（生薬）をめぐる情勢」より、野村證券フード＆アグリビジネス・コンサルティング部作成 
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順位 薬用植物名
生産者

戸数（戸）
栽培年数

栽培面積
(ha)

一戸当たりの
栽培面積

順位 薬用植物名
生産者

戸数（戸）
栽培年数

栽培面積
(ha)

一戸当たりの
栽培面積

1 ミシマサイコ 366 1～2 113 0.31 6 オウギ 26 1～2 26 1.00

2 センキュウ 37 1 99 2.68 7 キハダ 23 15～20 23 1.00

3 トウキ 251 2 83 0.33 8 オウレン 18 6 18 1.00

4 シャクヤク 239 5 41 0.17 9 テンダイウヤク 17 5～ 17 1.00

5 トリカブト 27 1～2 38 1.41 10 ホオノキ 1 ‐ 7 7.00
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（２）薬用植物の国内需要 

 近年、漢方製剤等の生産金額は増加傾向にある。厚生労働省の「薬事工業生産動態統計調査」によると、

2015 年の漢方製剤等の生産金額は 1,671 億円であったが、その後も増加が続き、2022 年には 2,332 億円

に達した（図表 3 参照）。この傾向は、漢方製剤等への需要が高まっている証拠であり、健康志向や自然療

法への注目が影響していると考えられる。特に、2020 年以降の伸びは、新型コロナウイルスの影響により、

健康への意識がより一層高まったことが要因である。 

 

図表 3   漢方製剤等の生産金額の推移 

 

 

 

 

 

      
（出所）厚生労働省「薬事工業生産動態調査」より、野村證券フード＆アグリビジネス・コンサルティング部作成 

 

漢方製剤等の生産金額の増加は、そのまま生薬の需要の増加につながる。日本漢方生薬製剤協会の調

査によると、当協会の会員（漢方製剤・生薬製剤・生薬の製造業者/製造販売業者等）62 社が漢方製剤等に

使用した生薬の種類と総使用量は、2019 年度は 273 品目で 27,240t であったものが、2020 年度には 276

品目で 27,997t となり、品目、使用量ともに増加している。 

図表 4 に、2020 年度の 276 品目の内、使用量上位 30 品目における使用量と原料供給国を示している。

それによると、国内での使用量が最も多い生薬はカンゾウである。カンゾウは、グリチルリチンという成分を含

み、その甘さは砂糖の約 150 倍で、喉の炎症を和らげる効果がある。これにより、風邪や咳の症状を緩和す

るための主要な成分として幅広く使用されている。また、他の生薬との相性が良く、苦みが強い生薬を甘くし

て飲みやすくする役割も持つ。こうした特性により、カンゾウは漢方製剤等の原料として多く使用されるが、寒

冷かつ乾燥した地域を原産とするため、高温多湿な日本の気候では栽培が難しい。そのため、使用量 2,019t

のうち、国産供給量はわずか 0.1t で、多くが中国からの輸入に頼っている。 

次に国内での使用量が多いブクリョウは、利尿作用に優れ、体内の余分な水分を排出するため、むくみの

解消に効果がある。また、消化器系の働きを助ける作用を持ち、食欲不振や消費不良の改善などに活用され

るが、ブクリョウもカンゾウ同様に国内ではほとんど栽培されていない。数値で見た場合、国内使用量 1,950ｔ

のうち、約 100%にあたる 1,949t を中国からの輸入に依存している。 

特異な存在としては使用量 5 位のコウイがある。コウイは主成分がマルトースで、その他にグルコースやマ

ルトトリオースを含み、滋養効果や止痛・止咳効果がある。コウイは水分を好むため、日本の湿潤な気候がコ

ウイの水分要求に合致し、国内で多く栽培されている。そのため、2020 年度の使用量 1,031t の全てを国産

で賄っている。 

しかし、コウイのように国内供給が可能な生薬がある一方で、多くの生薬は中国からの輸入に依存してい

る。具体的には、上位 30 品目の生薬の総使用量 21,685t のうち、国内供給量はわずか 9.0%であり、80%

以上が中国からの輸入に頼っている状況にある。 

2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年

漢方製剤等の生産金額 1,671 1,625 1,714 1,927 1,984 2,136 2,086 2,332

前年伸び率 △ 2.75 5.48 12.43 2.96 7.66 △ 2.34 11.79

※生産金額は漢方製剤、生薬、その他生薬及び漢方処方に基づく医薬品に分類されるものの合計

（単位 生産金額：億円、伸び率：%）
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図表 4  2020 年度 上位 30 品目の生薬使用量と生産国 

（出所）日本漢方製剤協会「日本における原料生薬の使用量に関する調査報告」より、野村證券フード＆アグリビジネス・コンサルティング部作成 

 

図表 5  カンゾウ・ブクリョウ・コウイの特徴 

（出所）公益社団法人 東京生薬協会「新常用和漢薬集」より、野村證券フード＆アグリビジネス・コンサルティング部作成 

（使用量単位：t） 

割合 割合 割合
1 カンゾウ 2,019.0 0.1 0.0% 1,763.0 87.3% 255.9 12.7%

2 ブクリョウ 1,949.4 0.1 0.0% 1,949.0 100.0% 0.3 0.0%

3 シャクヤク 1,712.4 39.7 2.3% 1,672.7 97.7% 0.0 0.0%

4 ケイヒ 1,166.5 0.0 0.0% 915.4 78.5% 251.1 21.5%

5 コウイ 1,031.2 1,031.2 100.0% 0.0 0.0% 0.0 0.0%

6 ソウジュツ 1,021.9 0.0 0.0% 1,021.9 100.0% 0.0 0.0%

7 ハンゲ 991.3 0.0 0.0% 991.3 100.0% 0.0 0.0%

8 タイソウ 919.1 0.0 0.0% 919.1 100.0% 0.0 0.0%

9 トウキ 911.8 219.3 24.0% 692.5 76.0% 0.0 0.0%

10 ニンジン 740.2 0.3 0.0% 732.3 98.9% 7.6 1.0%

11 センナジツ 705.4 0.0 0.0% 0.0 0.0% 705.4 100.0%

12 サイコ 678.4 15.9 2.3% 661.8 97.6% 0.6 0.1%

13 センキュウ 642.8 476.1 74.1% 166.7 25.9% 0.0 0.0%

14 マオウ 630.5 0.0 0.0% 629.5 99.8% 1.0 0.2%

15 タクシャ 628.7 0.0 0.0% 628.7 100.0% 0.0 0.0%

16 ヨクイニン 585.3 0.0 0.0% 436.6 74.6% 148.7 25.4%

17 カッコン 547.7 0.0 0.0% 546.5 99.8% 1.1 0.2%

18 ジオウ 487.6 2.1 0.4% 485.3 99.5% 0.2 0.0%

19 ショウキョウ 479.5 0.0 0.0% 479.5 100.0% 0.0 0.0%

20 ビャクジュツ 470.3 0.0 0.0% 470.3 100.0% 0.0 0.0%

21 ボタンビ 411.1 0.0 0.0% 411.1 100.0% 0.0 0.0%

22 セッコウ 398.9 0.0 0.0% 398.9 100.0% 0.0 0.0%

23 オウキ 371.1 56.0 15.1% 315.0 84.9% 0.0 0.0%

24 オウゴン 370.4 0.0 0.0% 370.4 100.0% 0.0 0.0%

25 ダイオウ 352.8 0.2 0.0% 352.6 100.0% 0.0 0.0%

26 チンピ 336.5 104.3 31.0% 232.2 69.0% 0.0 0.0%

27 カンキョウ 292.2 0.0 0.0% 205.2 70.2% 87.0 29.8%

28 バクモンドウ 290.4 0.0 0.0% 290.4 100.0% 0.0 0.0%

29 チョウトウコウ 272.5 0.0 0.0% 272.5 100.0% 0.0 0.0%

30 キキョウ 270.4 0.0 0.0% 270.4 100.0% 0.0 0.0%

計 21,685.3 1,945.4 9.0% 18,280.9 84.3% 1,459.0 6.7%

順位 生薬名 総使用量
国産 中国産 他国

カンゾウ

植物 生薬

産地 中国、ロシア、アフガニスタン、イラン、パキスタン

調整 根とストロンに分けて乾燥又は乾燥前にコルク層を剥ぐ

特徴 滋養・調和・緩和・消炎・去痰作用があり、およそ7割の薬方に配合される

ブクリョウ

植物 生薬

産地 中国

調整 ある程度の大きさに切断し片状又はサイコロ状にして乾燥

特徴 鎮静、利尿の作用があり、動悸、胃内停水、小便不利等を改善する薬方に配合される

コウイ

植物 生薬

産地 日本

調整
デンプンを塩酸、ショウ酸、アミラーゼ又は麦芽汁等で糖化、濃縮乾燥し粉末に加工
（デンプン又はデンプンに水を加えて加熱し、糊化したものを乾燥・加工する方法もある）

特徴 脾胃の障害，しぶり腹，咳，吐血，口渇，のどの痛み，便秘を改善する薬方に配合される

産地・調整・特徴

産地・調整・特徴

産地・調整・特徴
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（３）生薬の中国への依存リスク 

財務省の貿易統計データで、過去 10 年間の中国からの生薬の輸入状況を見ると、2014 年の輸入量は

13,733t であった。その後、輸入量は増加し、2020 年には 17,013ｔに達した。2021 年には一時的に 16,535t

に減少したが、翌年から回復し、2023 年には 18,697t に達している（図表 6 参照）。 

一方、輸入額の推移を見ると、直近の数年間は、輸入量の増加率を上回るペースで輸入額が増加してい

る。これは円安の影響もあるが、中国国内では乱獲により自生の薬用植物が減少していること、そして、経済

発展に伴って自国での生薬需要が増加し、価格が上昇していることが要因である。 

さらに、中国では環境保全を目的に、一部の野生薬用植物について採取規制や輸出規制等を行っている。

特に高い需要を持つカンゾウについては、輸出総量枠が定められている。2008 年～2012 年の輸出総量枠

は毎年 3,600t の枠が設定されたが、それが 2013 年～2014 年には 4,000ｔ台へと緩和された。しかし、2021

年にはこの枠が 2,900t に引き締められ、その後、2022 年は 3,400t、2023 年は 3,800t と再度緩和されたも

のの、依然として規制は継続されている。こうした輸出総量枠によっても輸入価格が影響を受け、中国からの

生薬の安定的確保が難しくなることが懸念されている。 

このため、生薬の原料となる薬用植物の国内での栽培拡大の重要性が高まっている。国内栽培を推進す

ることで、輸入依存度を減らし、供給の安定性を確保することが必要である。 

 

図表 6  中国産の生薬・カンゾウの輸入状況 
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中国産カンゾウの輸入価格 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）財務省 貿易統計より、野村證券フード＆アグリビジネス・コンサルティング部作成 
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３．国内の薬用植物の課題 

中国からの生薬の安定的な調達が難しくなることが懸念される中、国内での薬用植物の栽培拡大が重要と

なるが、その実現には多くの課題が存在する。ここでは、薬用植物の課題を生産面と流通面から考察する。 

 

（１）薬用植物の生産面の課題 

①栽培期間の長さとその影響 

薬用植物の栽培では、栽培期間が大きな課題となる。例えば、シソのように 5 ヵ月程度で収穫が可能な植

物もあるが、多くはセンキュウやサイコのように 1 年以上の期間を要する。国内で最も使用されているカンゾ

ウに至っては、栽培期間が 3～5 年にも及ぶ。これは、カンゾウの根に含まれる有効成分（グリチルリチン酸）

の含量を高めるためである。日本薬局方では、カンゾウのグリチルリチン酸の含量が 2.0%以上であることが

基準となっており、その含量を満たすために根を十分に成長させる必要があり、栽培に長い期間が必要にな

る。長期間の栽培は、生産者が収益を得るまでに長い期間を要することを意味し、資金繰りや労働力の確保

を含む経営リスクを高めることになる。 

 

②作業の効率性に関する課題 

薬用植物は地上部の茎や葉ではなく、主に根や地下茎を収穫するため、特定の機械が必要となる。しか

し、現状では薬用植物専用の農業機械がほとんど存在しない。これは、薬用植物が一般的な農作物と比べて

市場が限定されているため、農業機械メーカーが専用機械を販売していないことが要因である。そのため、生

産者は既存の農業機械を使用し、工夫しながら作業を行っている。専用機械の欠如は収穫作業の効率を低

下させ、作業時間が増えることで生産コストが上がる要因となる。また、薬用植物を生薬として出荷するには、

収穫後に根や地下茎を洗浄・乾燥し、ひげ根の除去などを行う調整作業が必要となり、これにも手間がかか

る。 

 

（２）薬用植物の流通面の課題 

①流通の限定とその影響 

生薬は一般の農作物のような流通市場が存在しない。そのため、多くが特定の製薬会社との契約に基づ

いて取引される。この契約栽培の形式は、生産者にとっては販売先が確保されている利点がある一方で、日

本薬局方の基準に加え、製薬会社が独自に設定する厳格な出荷基準を満たさなければならず、常に高い品

質を維持するための生産・管理技術が求められる。 

 

②産地化の必要性 

製薬会社との契約栽培においては、製薬会社は一定の数量を求めるため、単独での生産や少量出荷の生

産者とは契約が行われないことが多い。このため、薬用植物の栽培には生産者や自治体、企業などが連携

し、生産性や流通効率を向上させる産地化が必要になる。産地化は共同で事業を行う手間を伴うが、その一

方で、知識や技術の共有、作業プロセスの標準化、資源の最適化、問題の早期発見・対応などを通じて、品

質の向上やコスト削減が可能となる。 

なお、薬用植物の産地化事例として、高知県超知町と岡山県高梁市の例を以下紹介する（図表 7）。 
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図表 7  薬用植物の産地化事例 
 

事例 高知県超知町 岡山県高梁市 

取組みの背景  超知町は農地の多くが傾斜地に位置す

る条件不利地 

 農業者の減少や高齢化により耕作放

棄地が拡大したことから、傾斜地でも栽

培可能で、農閑期である冬場の収入源

となり得ることに着目し、薬用植物の栽

培を昭和 60 年から開始 

 

 高梁市は、農家の担い手不足、耕作放棄

地の増加、獣害被害や米政策による高齢

農家の耕作意欲低減が問題 

 高齢者や障害者でも栽培が可能な軽量作

物である薬用植物に着目し、平成 27 年に

農林水産省の補助事業である薬用作物等

地域特産作物産地確立支援事業を活用

し、薬用植物の産地化に取り組んだ 

取組体制   

 

 

 

 

 

 

 

 

栽培品目 収益性を重視し、品目を選定 

 ミシマサイコ（36ha）、ダイダイ（27ha）、

サンショウ（65ha） 

国際情勢や今後の国内需要の動向から品

目を選定 

 ウラルカンゾウ（118ａ） 

圃場  耕作放棄地を活用  耕作放棄地（水田）・畑の活用 

経営形態  複合経営（ピーマン・ショウガ等）  複合経営（米） 

種苗の確保  ミシマサイコは(株)ツムラから供給 

 ダイダイ、サンショウは現地で手配 

 NPO 法人ワークネットおかやまが薬草テラ

スで育苗した苗を購入 

集出荷方法  ミシマサイコはヒューマンライフ土佐が

農家から集荷、集荷後検品を行い、

(株)ツムラに出荷 

 全量を(株)グリーンイノベーションに出荷 

栽培時の最留意点  製薬会社から提示された農薬・肥料投

入に関する「肥培管理」「農薬管理シー

ト」の記録遵守 

 グリチルリチン酸の含有量が日本薬局方

の規格基準を満たすこと 

（出所）農林水産省「薬用作物の産地化事例集」より、野村證券フード＆アグリビジネス・コンサルティング部作成 

農事組合法人
ヒューマンライフ

土佐

高知県

超知町

(株)ツムラ

超知町単独組織

・栽培管理、指導
・集荷・検品

協働の森
パートナーズ協定を締結

高梁市

三菱樹脂(株)

NPO法人
ワークネット
おかやま

(株)グリーン
イノベーション

薬用植物栽培実証事業
に関する連携協定を締結

・人工光閉鎖型苗生産設
備（薬草テラス）の開発

・育苗指導

・薬草テラスを用いた育苗
・苗の出荷

・栽培指導
・収穫物の買取り
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４．薬用植物の国内生産拡大に向けた方策 

薬用植物の栽培を拡大するため、国内では様々な取り組みが進められている。農林水産省や関連団体

は、薬用植物の産地化を推進している。千葉大学と富士通株式会社は ICT を活用して薬用植物や機能性植

物の栽培技術を確立するための実証実験を実施しており、国立研究開発法人医療基盤・健康・栄養研究所と

株式会社プランテックス、ロート製薬株式会社は、3 社で薬用植物の植物工場栽培に関する共同研究を行っ

ている。これらの研究や取り組みを通じて、生産拡大や路地以外での栽培方法、栽培期間の短縮化等が模

索されている。一方、市場環境を見た場合、これら以外の視点として、高需要品目に着目した薬用植物の栽

培拡大と、医薬品以外の薬用植物の活用についての可能性が高まると筆者は考える。 

 

（１） 高需要品目に着目した薬用植物の栽培量の拡大 

国内の薬用植物の栽培を拡大するための一つの戦略としては、高需要の生薬の栽培を増加させることが

挙げられる。具体的には、図表 5 で示した、漢方製剤等の原料としての使用量が多い生薬をターゲットにす

る。つまり、カンゾウ、ブクリョウ等に注力して栽培の拡大を図ることが考えられる。 

カンゾウは寒冷で乾燥した地域を好み、ブクリョウは高温で乾燥した地域での栽培が適している。そのた

め、高温多湿な日本の気候では上手く育たず、国内ではあまり栽培が行われていない。しかし、過去に寒冷

地での栽培が適し、日本の気候では育てるのが難しかったケールが品種改良を経て国内で栽培が可能にな

った例や、気温や日照時間に敏感で栽培管理が難しいとされたパプリカが、温室栽培や栽培管理技術の向

上によって国内でも栽培が行われるようになった例もある。カンゾウやブクリョウも、生産者と行政や研究機関

が協力して栽培方法の確立や技術の向上に努めれば、国内栽培の可能性も高まると考えられる。 

安定した供給体制が整えば、製薬会社との契約栽培が可能になる。また、新製品・治療法の研究・開発も

進展することが期待され、更なる需要が見込まれる。2020 年でカンゾウは 2,019t、ブクリョウは 1,949t も国

内で使用されているが、国内からの供給はどちらも 0.1%にとどまっている。このことから、拡大の余地は非常

に大きいと言える。 

 

（２）医薬品以外での薬用植物の活用 

これまでは漢方製剤等の原料を中心とした生薬や薬用植物について述べてきたが、もう一つ重要な展望と

して、医薬品以外での薬用植物の活用を拡大させていくことが考えられる。国内には多くの薬用植物が存在

し、これらの多様な利用方法を探ることは重要である。特に、サプリメントを含む健康食品の市場は、近年拡

大している。健康産業新聞によると、2021 年の国内の健康食品市場は 1 兆 2,700 億円、2022 年は 1 兆

2,900 億円（前年比 1.6%増）、2023 年は 1 兆 3,150 億円（同 1.9%増）と推計されており、これらの分野での

更なる活用が期待される。例えば、薬用植物をベースとした新しい製品の開発や、地方の特産品と組み合わ

せた商品化が進めば、地域経済の発展にも寄与する。  

また、薬用植物を活用した健康・美容イベントやワークショップを実施することで、その知識や価値を広める

手段となる。観光業との連携を図れば、地域の活性化にも貢献する。 

 こうした取り組みから始め、生産者同士の連携を強化し、量の確保を図ることができれば、健康食品会社等

との契約栽培の可能性も生まれる。国内での薬用植物の拡大については、生産体制の強化だけでなく、薬用

植物の活用にも目を向け、需要を喚起していくことが重要になる。 
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おわりに 

 薬用植物（生薬）は、漢方薬や医薬品の原料として重要な役割を果たしており、健康志向が高まる現代にお

いて注目されている。しかし、多くの生薬が中国から輸入されており、輸入価格の高騰や供給の安定性が課

題となっている。 

 国内の薬用植物生産者が直面している課題は多岐にわたり、その詳細については本稿では触れなかった

が、今後は新しい栽培方法や技術の進展により、国内栽培が拡大することが期待されている。また、高い需

要の薬用植物を国内で栽培できるようになれば、国産の原料を使った医薬品や健康食品等の開発も促進さ

れる。 

新しい市場が開かれることで地域経済の活性化が進み、若い世代が農業に参入するきっかけになる可能

性もある。日本の農業は高齢化や担い手不足に悩まされているが、薬用植物が農業の発展を促す一因とな

ることを期待したい。 
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ディスクレイマー 

 

本資料は、ご参考のために野村證券株式会社が独自に作成したものです。本資料に関する事項について

貴社が意思決定を行う場合には、事前に貴社の弁護士、会計士、税理士等にご確認いただきますようお願い

申し上げます。本資料は、新聞その他の情報メディアによる報道、民間調査機関等による各種刊行物、インタ

ーネットホームページ、有価証券報告書及びプレスリリース等の情報に基づいて作成しておりますが、野村證

券株式会社はそれらの情報を、独自の検証を行うことなく、そのまま利用しており、その正確性及び完全性に

関して責任を負うものではありません。また、本資料のいかなる部分も一切の権利は野村證券株式会社に属

しており、電子的または機械的な方法を問わず、いかなる目的であれ、無断で複製または転送等を行わない

ようお願い致します。 

 当社で取り扱う商品等へのご投資には、各商品等に所定の手数料等（国内株式取引の場合は約定代金

に対して最大 1.43%（税込み）（20 万円以下の場合は、2,860 円（税込み））の売買手数料、投資信託の場合

は銘柄ごとに設定された購入時手数料（換金時手数料）および運用管理費用（信託報酬）等の諸経費、等）を

ご負担いただく場合があります。また、各商品等には価格の変動等による損失が生じるおそれがあります。商

品ごとに手数料等およびリスクは異なりますので、当該商品等の契約締結前交付書面、上場有価証券等書

面、目論見書、等をよくお読みください。 

 国内株式（国内 REIT、国内 ETF、国内 ETN、国内インフラファンドを含む）の売買取引には、約定代金に

対し最大 1.43％（税込み）（20 万円以下の場合は、2,860 円（税込み））の売買手数料をいただきます。国内

株式を相対取引（募集等を含む）によりご購入いただく場合は、購入対価のみお支払いいただきます。ただ

し、相対取引による売買においても、お客様との合意に基づき、別途手数料をいただくことがあります。国内

株式は株価の変動により損失が生じるおそれがあります。 

 外国株式の売買取引には、売買金額（現地約定金額に現地手数料と税金等を買いの場合には加え、売り

の場合には差し引いた額）に対し最大 1.045%（税込み）（売買代金が 75 万円以下の場合は最大 7,810 円

（税込み））の国内売買手数料をいただきます。外国の金融商品市場での現地手数料や税金等は国や地域に

より異なります。外国株式を相対取引（募集等を含む）によりご購入いただく場合は、購入対価のみお支払い

いただきます。ただし、相対取引による売買においても、お客様との合意に基づき、別途手数料をいただくこと

があります。外国株式は株価の変動および為替相場の変動等により損失が生じるおそれがあります。 

  

野村證券株式会社 
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加入協会／日本証券業協会、一般社団法人 日本投資顧問業協会、一般社団法人 金融先物取引業協会、

一般社団法人 第二種金融商品取引業協会 

 

 

 

 

 

 

 

 


